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日本ＮＧＯ連携無償資金協力申請書 

２．事業の目的と概要 

（１）上位目標 安全な生活環境及び地域経済活動環境をつくること 

（２）事業の必要性（背景） 

（ア）不発弾汚染状況等 

ラオスでは、第２次インドシナ戦争（１９６４年～１９７３年）の

間に、２００万トン以上の爆弾が投下された。投下された爆弾には、

クラスター爆弾から放出されるボンビーとして知られる２億７０００

万発以上の子弾が含まれる。ラオス政府は放出された子弾の約３０％

にあたる８，０００万発が不発弾として国土に落下したと推定してい

る。更に、独立のための長期に亘る地上戦では、膨大な量の大型爆弾、

ロケット、手榴弾、砲弾、迫撃砲弾、対人地雷が使用され、そのうち

約３０％が不発弾になったと見積っており、これらの不発弾は、今で

も生きて地中に残っている。 

不発弾により、戦後の１９７４年から２００８年までに２０，００

０人以上の死傷者が出ており、この内、４０％が子供の犠牲者である。

現在でも農作業、焚き火、事故に遭い、年間約１００人が犠牲になっ

ている。 

ラオス全土において、１９９６年から２００９年までに処理した不

発弾の数は、１，０９０，２２８発であるがその内のクラスター爆弾

の子弾は４８０，２９７発で、全体のわずか０．６％にすぎず、これ

らを完全に除去するには１００年以上かかると言われている。サラワ

ン県では、最近１０年間でクラスター爆弾の子弾５４，０００発、大

型爆弾７００発、その他として砲・迫弾、手りゅう弾、地雷等を処理

している。事業予定地のラオンガム郡においても米軍の爆撃を受けて

おり、Ｂ－５２の爆撃地域が近いことから、サラワン県不発弾汚染図

に示すように不発弾汚染地域に指定されている。 

実際に、サラワン県において過去（１９９４年から２０１０年９月

まで）１５４名の負傷者と７９名の死者が発生している。 

（イ）経済活動への悪影響 

今日、これらの不発弾は、国の広大な地域を汚染し、危険な状態で、

森林、田畑、学校の敷地、道路等、地域に存在し続け、人々を殺傷す

るとともに、社会経済の発展、農業の生産性、社会基盤整備、経済投

資等を妨げ、貧困からの脱出を阻害している。 

開拓を予定している農業用地においては、大勢の地域住民が雇用さ

れ、除草、生薬栽培、収穫等の農作業を行うので、これらの労働者の

不発弾による被害を局限するために、事前に不発弾処理を実施する必

要がある。 
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（３）事業内容 

（ア）第１期事業として、農業予定地において、不発弾探査を阻害する草

木の伐開、不発弾の探査及び発見した不発弾の処理を実施し、面積２

００ｈａ、深度２ｍの土地を安全化する。 

実施の概要 

 （ａ）不発弾の探査 

   ・探査地域の測量及び径始 

   ・伐 開 

   ・探 査 

   ・掘 削 

 （ｂ）探査の結果、発見された不発弾の処理 

 （ｃ）記 録 

   ・探査地域の記録（デジタル写真：before＊after） 

    ・伐開地域の記録 

   ・発見不発弾の記録（弾種、数量、発見状態及びＧＰＳによる記録） 

   ・処理回収状況の記録 

（イ）第２期及び第３期事業で、残余の６００ｈａを安全化する。 

（４）持続発展性 

（ア）安全化した土地の有効活用 

   安全化した土地は、サラワン県が地元農民及び本邦企業とともに、 

従来作物より付加価値の高い生薬原料栽培などの農業用地として活用 

する。 

（イ）不発弾処理技術に関する助言 

   不発弾探査・処理の技術面等において、ＪＭＡＳ不発弾処理専門家 

の高い技術をもって指導・助言することで、ラオス人の不発弾探査・ 

処理実施能力のレベルが向上する。 

（５）期待される成果と成

果を測る指標 

（ア）事業により期待される成果 

 （ａ）不発弾を処理して、２００ｈａの農業予定地を安全化することに 

より、同地で働くラオスの人々が安心して農作業に従事することが 

できるとともに、不発弾による被害者を減少させることが出来る。 

（ｂ）ＪＭＡＳの不発弾処理専門家が、不発弾処理技術について、ラオ 

ス人処理員に助言することにより、彼らの処理技術を向上させるこ 

とが出来る。  

（ｃ）事業が終了し、２００ｈａ（全８００ｈａ）×深度２ｍの土地の

安全が確保されれば、地域住民の雇用創出、農業技術の移譲、農民

の生活水準の向上が期待でき、ひいては貧困の撲滅に寄与できる。 

（イ）成果を測る指標 

   不発弾を処理した農地に於ける労働対象者数（２，４００名） 




